
 

令和４年６月２０日 

 

吸収分割に関する事前開示書面 

（会社法第７８２条第１項及び会社法施行規則第１８３条に基づく開示事項） 

 

東京都品川区北品川五丁目９番１１号 

                                 ソーバル株式会社 

                          代表取締役社長  推津 敦 

 

 当社は、株式会社ＡＧＥＳＴ（以下「承継会社」といいます。）との間で２０

２２年６月１３日に吸収分割契約を締結し、当社を吸収分割株式会社、承継会社

を吸収分割承継株式会社とする会社分割により、２０２２年８月１日を効力発

生日とし、当社のエンジニアリング事業の一部である、開発中の試作品の評価・

検証や生産前の製品の品質評価をする「品質評価」サービス事業（以下「対象事

業」といいます。）に属する権利義務を承継会社に承継させることといたしまし

た（以下「本件吸収分割」といいます。）。 

 本件吸収分割を行うに際して、会社法第７８２条第１項及び会社法施行規則

第１８３条により開示すべき事項は下記のとおりです。 

 なお、承継会社は、令和３年１２月１０日に株式会社デジタルハーツネットワ

ークスから株式会社ＡＧＥＳＴへ商号変更を行っております。 

 

記 

１．吸収分割契約の内容 

  別紙１のとおりです。 

 

２．本件吸収分割の対価の相当性に関する事項 

  当社は、本件吸収分割の対価として、承継会社より金３億８０００万円の交

付を受ける予定です。本件吸収分割は、資本関係のない当事会社間における

事業の承継の手段として行われるものであり、金銭を対価とすることが相当

であると判断しております。また、本件吸収分割において当社が承継会社よ

り交付を受ける金銭の額は、対象事業の状況、将来の見通し及びフィナンシ

ャル・アドバイザーからのアドバイス等を総合的に勘案し、当社及び承継会

社間における協議を経て決定されたものであり、相当であると判断しており

ます。 



 

３．承継株式会社に関する事項 

（１）承継会社の最終事業年度にかかる計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 

 

（２）承継会社について、最終事業年度の末日後に生じた重大な財産の処分、重

大な債務の負担、その他会社財産の状況に重要な影響を与える事象に関する

事項 

承継会社は、令和４年４月１日、株式会社デジタルハーツのエンタープラ

イズ事業を会社分割により承継しました。 

承継会社は、令和４年４月１日、承継会社を存続会社、株式会社レッドチ

ーム・テクノロジーズを消滅会社とする吸収合併を行いました。 

承継会社は、令和４年４月 1日、承継会社を存続会社、株式会社ロジギア

ジャパンを消滅会社とする吸収合併を行いました。 

  

４．当社（吸収分割株式会社）について、最終事業年度の末日後に重要な財産の

処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象

が生じたときは、その内容 

  該当事項はありません。 

 

５．債務の履行の見込みに関する事項 

当社は、本件吸収分割を行うに際し、効力発生日以後における当社の債務及

び承継会社における本件吸収分割により承継させる債務の履行の見込みに関

して、以下のとおり判断しました。 

（１）当社の債務の履行の見込みについて 

   当社の２０２２年２月２８日現在の貸借対照表における資産の額及び負

債の額は、それぞれ３，８１１，６３３，６５８円及び８６０，９７３，４

８４円です。また、本件吸収分割により当社から承継会社へ承継する資産の

見込額は、６，０６８，６３７円です。したがって、本件吸収分割後も資産

の額が負債の額を十分に上回ることが見込まれます。 

その他、当社の本件吸収分割後の事業活動において予想される当社の資産

及び負債の額並びに収益状況について検討いたしましたが、当社の負担する

債務の履行に支障を及ぼす事象の発生及びその可能性は、現在認識されてお

りません。 

   以上より、本件吸収分割の効力発生日以後における当社における債務の

履行の見込みはあると判断しております。 



 

（２）承継会社における債務の履行の見込みについて 

   承継会社の２０２２年３月３１日現在の貸借対照表における資産の額及

び負債の額は、それぞれ３４，０６６，３７８円及び９，６４３，６１１円

です。 

本件吸収分割により承継会社が当社から承継する資産及び負債の状況、

令和４年６月１３日から現在に至るまでの承継会社の資産及び負債の状況

並びに本件吸収分割の効力発生日までのそれらの変動を併せ考慮しても、

効力発生日における承継会社の資産の額は負債の額を十分に上回ることが

見込まれます。 

その他、承継会社の本件吸収分割後の事業活動において予想される承継会

社の資産及び負債の額並びに収益状況について検討いたしましたが、本件吸

収分割により承継会社に承継させる債務の履行に支障を及ぼす事象の発生

及びその可能性は、現在認識されておりません。 

   以上より、本件吸収分割の効力発生日以後における承継会社に承継させ

る債務については、履行の見込みがあると判断いたします。 

 

６．本日後、上記に掲げる事項に変更が生じたときは変更後の当該事項 

  該当事項はありません。 

 

以上 

 

  



 

 

 

別紙１ 

 

 

吸収分割契約書 

 

  













 

 

 

 

 

 

別紙２ 

 

 

承継会社の最終事業年度にかかる計算書類等の内容 
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（添付書類） 

 事 業 報 告 書  

 

 ( 令和 2年 4月 1日から 

令和 3年 3月31日まで )     
 

Ⅰ. 会社の現況に関する事項 

1. 事業の経過およびその成果 

 

当事業年度は、当社の主事業として継続してきたセキュアひかり回線の販売については2020年12月を以

て終息し、デジタルハーツの事業において高まるエンジニア派遣等を中心としたIT人材ニーズへの対応を

強化する目的で、2020年7月よりSES事業（システムエンジニアリングサービス）による特定派遣事業を立

上げ強化して参りました。 

今般の強いIT人材ニーズに支えられたことから売上高は543,322千円、営業利益は7,139千円、当期純利

益は27,104千円となりました。 

 

 貸 借 対 照 表  

（令和 3年 3月31日現在） 

（単位：千円） 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 129,549 流 動 負 債 100,993 

現 金 及 び 預 金 13,667 未 払 金 66,349 

売 掛 金 114,449 未払正社員給与手当 △3 

前 払 費 用 1,357 未 払 費 用 964 

そ の 他 74 未 払 法 人 税 等 180 

固 定 資 産 612 未 払 消 費 税 等 7,021 

無 形 固 定 資 産 117 預 り 金 394 

知 的 財 産 権 仮 117 賞 与 引 当 金 473 

投資その他の資産 495 損 失 引 当 金 25,613 

繰 延 税 金 資 産 165 負 債 合 計 100,993 

敷 金 及 び 保 証 金 330 純 資 産 の 部 

  株 主 資 本 29,168 

  資 本 金 30,000 

  利 益 剰 余 金 △831 

     繰 越 利 益 剰 余 金 △831 

  純 資 産 合 計 29,168 

資 産 合 計 130,162 負 債 純 資 産 合 計 130,162 
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 損 益 計 算 書  
      ( 自 令和 2年 4月 1日 

至 令和 3年 3月31日 ) 
   （単位：千円）     

 科 目 金 額 

売 上 高  543,322 

売 上 原 価  459,571 

売 上 総 利 益  83,750 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  76,611 

営 業 利 益  7,139 

営 業 外 収 益   

そ の 他 0 0 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 11  

そ の 他 0 11 

経 常 利 益  7,127 

特 別 利 益   

債 務 免 除 益 30,000  

そ の 他 特 別 利 益 500 30,500 

特 別 損 失   

そ の 他 特 別 損 失 10,509 10,509 

税 引 前 当 期 純 利 益  27,118 

法人税、住民税及び事業税 180  

法 人 税 等 調 整 額 △165 14 

当 期 純 利 益  27,104 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
     

 ( 自 令和 2年 4月 1日 

至 令和 3年 3月31日 ) 
    （単位：千円）     

 
 株  主  資  本 

 資 本 金 

 資  本 剰 余 金 利 益 剰 余 

金 
資本準備金 

そ の 他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合   計 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

当期首残 高 10,000 ― ― ― △27,935 

当期変動額      

 新株の発行 20,000     

当期純利益     27,104 

当期変動額合計 20,000 ― ― ―  27,104 

当期末残 高 30,000 ― ― ― △831 

 
                                                

 

株主資本 

純資産額 
利益剰余金 

株主資本合計 利益剰余金 

合   計 

当期首残 高 △27,935 △17,935 △17,935 

当期変動額    

 新株の発行  20,000 20,000 

当期純利益 27,104 27,104 27,104 

当期変動額合計 27,104 47,104 47,104 

当期末残 高 △831 29,168 29,168 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
 該当事項はありません。 
 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

発行済株式に関する事項 

当事業年度末における発行済株式の数 

普通株式   3,000株 
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附 属 明 細 書 
   

( 自 令和 2年  4月  1日 
至 令和 3年  3月 31日 ) 

１. 有形固定資産及び無形固定資産の明細 
(単位：千円) 

 

 

 

２. 引当金の明細  
(単位：千円) 

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

賞与引当金 0 473 0 473 

損失引当金 15,104 25,613 15,104 25,613 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 

分 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

期 末 減 価 
償却累計額 
又   は 
償却累計額 

当期償却額 
差引期末 
帳簿価額 

無
形
固
定
資
産 

知 的 財 産 権 仮 ― 117 ― 117 ― ― 117 

計 ― 117 ― 117 ― ― 117 



 

 

 

 

 ― 2 ― 

３. 販売費及び一般管理費の明細 
(単位：千円) 

科       目 金  額 摘          要 

 役員報酬 1,120  

正社員給与手当 39,466  

社員通勤手当 1,092  

業務委託料 3,241  

賞与引当金繰入額 1,157  

法定福利費 5,577  

採用費 360  

地代家賃 1,188  

消耗品費 147  

通信費 108  

システム関連費 1,319  

支払手数料 20,184  

顧問料 700  

金融機関手数料 310  

租税公課 398  

 その他 239  

計 76,611  

 



監 査 報 告 書 

 

 私監査役は、2020 年４月１日から 2021 年３月 31 日までの第４期事業年度の取締役の職

務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基

づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

   ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

   ② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認めます。 

 

2021年６月 14日 

株式会社デジタルハーツネットワークス 

監査役  伊達 将英 印 

 


